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Ⅰ　緒　　言

　我が国の特定健康診査・保健指導制度では，
₄₀～₇₄歳の者に運動の実施が推奨されている₁）．し
かし，₆₀歳以上と比較して，₄₀～₅₉歳の運動習慣
者は少なく₂），彼らの約₂₅％は，運動を実行して
おらず，実行しようとも考えていない₃）．行動変
容ステージモデル₄）に基づいて開発された運動行
動変容ステージ₅）を用いて，₄₀～₆₄歳の運動行動
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運動無関心者の準備性を高める方略としての 
趣味・余暇活動プログラムの有効性

片山　祐実*₁・原田　和弘*₂,*₃・中村　好男*₃

目的：₄₀～₅₉歳の運動無関心者を対象に，ウォーキング情報を用いた介入方法と比較することで，趣味・余
暇活動情報を用いた介入方法がプログラム応募率および準備性に及ぼす効果を明らかにすること．

方法：本研究は，社会調査会社のモニターを対象にした介入研究である．対象者は，ベースライン時（T₁）
に運動行動変容ステージが無関心期に属する₁,₆₁₈人であった．対照群を少なく設定した比率に従っ
て，対象者を無作為にウォーキング群₆₈₃人，趣味・余暇活動群₇₅₂人，対照群₁₈₃人に分類した．
ウォーキング群，趣味・余暇活動群には， ₈週間の携帯メールマガジンが配信された．T₁ と ₈週後
（T₂）に質問紙調査を行い，運動行動変容ステージを評価した．携帯メールマガジンの配信希望者の
割合をプログラム応募率とし，χ₂ 検定を用いて ₂群間で比較した．また，準備性に及ぼす効果に関し
て，T₂ で運動行動変容ステージが関心期以上に移行した者の割合を，χ₂ 検定により対照群を含めた
₃群間で比較した．

結果：プログラム応募率は，ウォーキング群において₁₈.₄％，趣味・余暇活動群において₂₁.₄％であり，有
意差は認められなかった．一方，T₂ において関心期以上へ移行していた者の割合は，対照群が₂₄.₅％，
趣味・余暇活動群が₄₉.₆％，ウォーキング群が₇₁.₃％であり，ウォーキング群において最もステージ
移行者が多かった（p＜₀.₀₀₁）．

結論：趣味・余暇活動プログラムは，ウォーキングプログラムと運動無関心者のプログラム応募率は同程度
である．一方，趣味・余暇活動プログラムは対照群よりも準備性を高めるものの，ウォーキングプロ
グラムよりもその効果は劣ることが示唆された．
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の実施状況を評価した場合₆）でも，₂₆.₇％の者が
「無関心期（運動の実施に関心が無い段階）」に該
当する．従って，運動を通じた健康づくりを推進
していく上で，彼らの運動への関心（以下，準備
性）を高めることは重要な課題である．
　しかしながら，運動無関心者の準備性を高める
効果的な方策はまだ確立されていない．行動変容
ステージモデル₄）によれば，運動無関心期に対し
ては，運動行動の恩恵を強調することが効果的で
ある．ただし，同モデルに基づく主な運動介入研
究では，あくまでも他のステージを含めた介入参
加者全体での運動行動促進効果の検証に重点が置
かれている₇-₁₀）．加えて，これらの主な運動介入研
究₇-₁₀）では，無関心期の介入参加率が低い．従っ
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て，これまでの運動介入研究₇-₁₀）では，運動無関
心者にターゲットを絞った上で，どのような介入
手法が最も効果的かどうかは十分に検証されてい
ない．
　また，特に運動無関心者の準備性を高める方策
を考える上では，介入への参加率を高める必要性
も留意すべきである．様々な運動の中でも，
ウォーキングは，他の運動と比較して簡便であり，
日常生活に気軽に組み入れやすいことから₁₁），グ
ループ学習型₁₂），通信教育型₁₃），携帯メールマガ
ジン型₁₄）など様々な形態の介入手法が開発され，
その行動促進効果が確認されている．しかし，こ
うしたウォーキング介入においても，参加者の多
くは既に運動を実践しているという問題を内包し
ている₁₅,₁₆）．介入手法の一般化可能性（外的妥当
性）を評価する枠組み₁₇）でも，介入参加者の割
合・特性は重要な指標の ₁つとみなされており，
レビュー論文でも，運動介入参加者の効果的な募
集法を工夫する必要性₁₈）や，運動介入参加者の特
性には偏りが生じていること₁₉）が指摘されている．
従って，運動無関心者の準備性を高める方策を考
える上では，介入による準備性の向上効果自体だ
けではなく，介入への参加率を如何に高めるかと
いう点にも目を向けるべきである．
　運動無関心者の介入への参加率を高める方策や，
介入の提供によって準備性の向上を促す方策を考
える上で，運動やウォーキング以外の情報を活用
することは，効果的でありうる．その情報の ₁つ
として，趣味・余暇活動が挙げられる．なお，余
暇に関する研究領域では，余暇に関する多くの定
義がなされており，明確な定義は難しい課題であ
る₂₀）．また，趣味に関しても同様である．
　そこで本稿では，先行調査₂₁）において，趣味・
余暇活動として抽出されている₂₈種類の活動を
「趣味・余暇活動」とみなして議論を進める．健康
行動の分野では， ₁つの健康行動の獲得が，他の
健康行動にも良い影響を与えることが示されてい
る₂₂,₂₃）．また，運動は，趣味・余暇活動の ₁つで
もあることから，趣味・余暇活動への興味を高め

ることでも，運動無関心者の準備性が向上するこ
とが示唆されている₂₁,₂₄,₂₅）．趣味・余暇活動に着
眼する利点として，運動自体を強調するよりも，
運動無関心者に受け入れてもらいやすい内容であ
ると予想される点が挙げられる．介入研究₂₅）で，
運動無関心者のうち，趣味・余暇活動に関する情
報を提供した群では，何も情報を提供しないより
群よりも，準備性が向上した者の割合が多いこと
が確認されている．
　しかし，趣味・余暇活動プログラムによる運動
無関心者の準備性向上効果を報告した介入研究₂₅）

は，研究デザイン上の制約を含むものである．す
なわち，趣味・余暇活動プログラムと，他のプロ
グラムとの比較検討を行っていない．そのため，
この研究₂₅）の結果からは，著者らが従来用いてき
たウォーキングよりも，趣味・余暇活動に注目し
たプログラムの方が，運動無関心者のプログラム
応募率を高いかどうかや，運動無関心者の準備性
に及ぼす効果が強いかどうかを判断することがで
きない．加えて，先行研究₂₅）では，無作為割り付
けを行っていないため，より質の高い研究デザイ
ンによる検証が求められる．これらの点が明らか
になれば，趣味・余暇活動プログラムが，運動無
関心者の準備性を高める方略としてどの程度有効
であるかが明確になるであろう．
　本研究では，₄₀～₅₉歳の運動無関心者を対象に，
ウォーキング情報を用いた介入方法と比較するこ
とで，趣味・余暇活動情報を用いた介入方法がプ
ログラム応募率および準備性に及ぼす効果を明ら
かにすることを目的とした．

Ⅱ　方　　法

1．対 象 者

　本研究における対象者は，既存の社会調査会社
（マイボイスコム株式会社）の登録モニターであ
る．マイボイスコム株式会社に登録されているモ
ニターは，公募型（主にアフィリエイト：他企業
のWebページやメーリングリストにリンクを貼
り，アクセス数に応じてその企業に報酬を払う仕
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組み）によって登録された調査専用のモニターで
ある．
　対象者は以下の手続きで抽出した（図₁）．マイ
ボイスコム株式会社の登録モニター（₂₆₆,₇₇₅人）
のうち，₄₀～₅₉歳で，東京都または東京都に隣接
する市町村（山梨県を除く）に在住する₂₁,₇₁₉人
に対して事前調査（T₁）を実施し，₅,₇₃₄人から
回答を得た．本研究において対象集団を東京都ま
たは東京都に隣接する市町村（山梨県を除く）在
住者に絞った理由は，本研究の介入に用いられた
趣味・余暇活動に関する情報₂₅）が，東京都近郊に
関する情報であったためである．マイボイスコム
株式会社から未回答者の属性データ（性別，年齢
階層，婚姻状況，フルタイムの職業，世帯収入）の
提供を受け，事前調査の未回答者と回答者の人口
統計学的特徴の差異を比較（χ₂ 検定）したところ，
回答者は，未回答者と比較して，男性（χ₂＝₄₉,₁₉, 
p＜₀.₀₀₁），₅₀歳代（χ₂＝₈₂.₆₃, p＜₀.₀₀₁）， ₄年
制大学以上の卒業者（χ₂＝₃₃.₃₇, p＜₀.₀₀₁），世帯

収入₁,₀₀₀万円以上の者（χ₂＝₁₁.₈₉, p＝₀.₀₀₃）
の割合が多かった．
　回答者₅,₇₃₄人の中から，運動行動の変容ステー
ジ₅）について無関心期と回答した者₁,₆₁₈人を抽出
し，研究対象者とした．
　次に，研究対象者₁,₆₁₈人は，無作為に ₃ 群
（ウォーキング群₆₈₃人，趣味・余暇活動群₇₅₂人，
対照群₁₈₃人）に割り当てられた．本研究で設計し
たデザインは，対照群には何もプログラムを提供
しないデザインであるため，対照群では，ウォー
キング群および趣味・余暇活動群とは異なり，介
入に伴う脱落が生じない．そこで，対照群への割
り付けの比率が，他の ₂群より少なくなるように
設定した．具体的には，マイボイスコム株式会社
でのこれまでの事後調査の協力率の実績と，先行
研究₁₆,₂₅）でのプログラム参加率の実績から，対照
群と，他の ₂群の事後調査の回答者数が同数程度
になる割り付けの比率を予測計算した（趣味・余
暇活動群：ウォーキング群：対照群＝₁：₁：

図 1　研究対象者の流れ
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₀.₂₂）．この比率をベースとして，コンピューター
上で発生させた乱数に従って割り付けを行った．
　ウォーキング群または趣味・余暇活動群に割り
付けられた₁,₄₃₅人に対しては，事前調査の末尾に
て，携帯メールマガジンのモニター募集画面が掲
示された．ウォーキング群に対しては，「『ウォー
キングを始めたいけれど，時間がないな』と思っ
ている人」向けの，「ウォーキングを始めるための
きっかけを提供するメールマガジン」としてモニ
ターを募集した．一方，趣味・余暇活動群に対し
ては，「『休日をもっと充実させたいな』と思って
いる人」向けの，「休日を活動的に過ごすきっかけ
の作り方について配信するメールマガジン」とし
てモニター募集を実施した．加えて，携帯メール
マガジンを受信し，事後調査（T₂）にも協力した
場合には，₇₀₀円相当のポイントが支払われること
が示された．
　携帯メールマガジンによる情報配信希望者に対
して，携帯メールマガジンが配信された．なお，
情報配信希望者のうち，メールの不具合により
メール受信することができなかった者は除外した．
　介入終了後，携帯メールマガジン配信者と対照
群に対し，事後調査（T₂）を実施した．T₂ に回
答した者のうち，運動行動変容ステージについて
維持期と回答した者が存在した．維持期は不適切
な回答に該当するものの，インターネット調査の
特性上，本人に回答の再確認が難しい状況であっ
たため，維持期回答者を除外し，維持期と回答し
ていない者のみを介入効果の解析対象者とした．
なお，T₂ での調査に回答した対照群の者に対して
は，₄₀円相当のポイントが支払われた．
2 ．介入プログラム

　本研究では，ウォーキング群と趣味・余暇活動
群に対する介入プログラムとして，携帯電話の
メール機能を活用した携帯メールマガジンを配信
した．配信作業はマイボイスコム株式会社を介し
て実施された．介入期間は₂₀₁₀年₁₂月₂₁日から
₂₀₁₁年 ₂ 月₁₀日の ₈週間であり，配信頻度は毎週
火曜日と木曜日の週 ₂回（計₁₆回）であった．

　介入プログラムは，それぞれ以下の内容であっ
た．ウォーキング群に対しては，モバイルウォー
キングプログラム₁₄）を配信した．この携帯メール
マガジン₁₄）は，行動科学の考え方を活かし，
ウォーキング行動のレベル別に，ウォーキングを
始めるきっかけや継続に必要な行動的スキルを提
供することを目的として開発されたものである．
本研究では，ウォーキングに対する動機づけを提
供する情報内容となるよう，先行研究₁₄）に適宜改
訂を加えた．次に，趣味・余暇活動群に対しては，
休日の過ごし方を提案する携帯メールマガジン₂₅）

を採用した．この携帯メールマガジン₂₅）は，東京
都近郊の観光スポットを紹介することで，趣味・
余暇活動への興味を高めることを目的としており，
最新の情報内容となるよう，改訂が加えられた．
₂ つの携帯メールマガジンは， ₁ 回あたり₃₀₀～
₄₀₀字程度の分量であった．
　一方，対照群には，何も指示・介入を行わな
かった．
　なお，今回のメールマガジンの情報は，マイボ
イスコム株式会社の他の情報等は含まず，本研究
に関する情報だけで構成された．
3 ．評価方法

₁ ）プログラムの応募
　プログラムの応募は，ウォーキング群と趣味・
余暇活動群に実施された，プログラムのモニター
募集に対する回答を採用した．「モニターにご協力
いただけますか」という問いに対し，「協力しま
す」と回答した者を情報配信希望者，「協力できま
せん」と回答した者を非希望者と定義した．
₂）準備性：運動行動変容ステージ
　運動行動変容テージ尺度₅）とは，行動変容ス
テージモデル₄）に基づいて作成された尺度であり，
運動行動に対する心理的な準備性を ₅段階で評価
する尺度である．それぞれ，「無関心期：私は現
在，運動をしていない　また，これから先もする
つもりはない」，「関心期：私は現在，運動をして
いない　しかし，近い将来（ ₆ヶ月以内）に始め
ようと思っている」，「準備期：私は現在，運動を
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している　しかし，定期的ではない」，「実行期：
私は現在，定期的に運動をしている　しかし，始
めてから₆ヶ月以内である」，「維持期：私は現在，
定期的に運動をしている　また， ₆ヶ月以上継続
している」と定義している．これら ₅段階のうち，
該当するものを ₁つ選択させた．なお，ここで言
う定期的な運動とは，「週 ₂ 回以上， ₁ 回₃₀分以
上」の運動と定義した．
₃）人口統計学的特徴
　対象者の特徴を把握するための変数として，性
別（男性，女性），年齢階層（₄₀歳代，₅₀歳代），
婚姻状況（独身，既婚），最終学歴（ ₄年制大学以
上，短期大学・専門学校，中学校・高等学校），フ
ルタイムの職業（あり，なし），世帯収入（₅₀₀万
円未満，₅₀₀万円以上₁,₀₀₀万円未満，₁,₀₀₀万円以
上）を把握した．これらの変数は，先行研究₂₅）で
も対象者の特徴を把握する変数として用いられて
いることから，今回の研究でも踏襲した．また，
これらの変数の情報は，マイボイスコム株式会社
が自社モニターの登録情報として保有している情
報（ ₆か月に ₁回確認・更新）であり，今回解析
するデータは，同社から情報提供を受けたもので
ある．
₄）メールマガジンを最後まで読んだ回数
　ウォーキング群および趣味・余暇活動群に対し
ては，「受信したメールマガジンを，どのくらいの
頻度で最初から最後まで読みましたか」という教
示文で，メールマガジンを最後まで読んだ回数に
関する評価を行った．
4 ．分析方法

　解析対象者の特徴は，₂₀₁₀年国勢調査₂₆）（性別，
年齢階層，婚姻状況），₂₀₀₅年国勢調査₂₇）（フルタ
イムの職業），₂₀₀₀年国勢調査₂₈）（最終学歴），
₂₀₀₆年国民生活基礎調査₂₉）（世帯収入）における
₄₀～₅₉歳の分布と比較を行った．
　次に，T₁ におけるウォーキング群，趣味・余暇
活動群，対照群の ₃群における人口統計学的特徴
の分布の差違を検証した（χ₂ 検定）．
　ウォーキング群と趣味・余暇活動群の間で，プ

ログラムの応募率に有意差があるかどうかを比較
した（χ₂ 検定）．また，プログラム応募者の人口
統計学的な特徴を記述するため，それぞれのプロ
グラムの応募の有無による人口統計学的特徴の差
を検定した（χ₂ 検定）．
　準備性の変化については，T₂ における運動行動
変容ステージを無関心期と関心期以上（関心期・
準備期・実行期）の ₂群に分類した．ウォーキン
グ群，趣味・余暇活動群，対照群について，T₂ で
関心期以上へ移行した者の割合の差を比較した
（χ₂ 検定）．加えて，両プログラムにおいて関心期
以上へ移行した者の人口統計学的特徴を明らかと
するために，各群内における変容ステージの移行
の有無による人口統計学的特徴の差を検定した
（χ₂ 検定）．
　メールマガジンを最後まで読んだ回数に関して
は，両群の平均値の差を比較した（t検定）．
　なお，学歴，世帯収入，フルタイムの職業に関
しては，未記入もしくは不明者が含まれており，
該当箇所の分析では，未記入もしくは不明者の
データは欠損値として扱った．
　統計学的有意水準は₅％未満とし，統計処理は，
PASW Statistics ₁₈ （SPSS Inc.） を使用した．
5 ．倫理的配慮

　本研究は，筆頭著者の所属する大学が設置する
研究倫理審査委員会の承認（承認番号：₂₀₁₀-₂₃₉）
を得て実施した．個人情報に関しては，登録モニ
ターとマイボイスコム株式会社との間で契約され
ており，回答者のプライバシーは完全に保護され
た．また，本研究は，大学病院医療情報ネットワー
クの臨床試験登録（登録番号：UMIN₀₀₀₀₀₄₇₈₃）
に登録された．

Ⅲ　結　　果

1．対象者の特徴

　解析対象者の特徴を表 ₁に示した．日本人全体
と本研究の分布を比較すると，年齢階層と最終学
歴について，₁₀％以上の分布の差が確認された．
性別，婚姻状況，フルタイムの職業，世帯収入に
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関する分布の差違は，₁₀％未満であった．
　本研究では無作為割付ではあったものの，年齢
階層，婚姻状況において有意差が認められ，対照
群において₄₀歳代の割合が高かった．また，
ウォーキング群において独身者の割合が高かった．
2 ．プログラム応募率

　ウォーキング群₆₈₃人のうち，携帯メールマガジ
ンのよる情報配信希望者は₁₂₆人（応募率₁₈.₄％，
₉₅％信頼区間：₁₅.₅～₂₁.₃）であった．一方，趣
味・余暇活動群₇₅₂人では，₁₆₀人が携帯メールマ
ガジンによる情報配信を希望した（プログラム応

募率₂₁.₃％，₉₅％信頼区間：₁₈.₄～₂₄.₂）．応募
率に関して，両群で有意差は認められなかった．
　また，両プログラムの情報配信希望者の人口統
計学的特徴を表 ₂にまとめた．趣味・余暇活動プ
ログラムの情報配信希望者は，非希望者よりも₄₀
歳代の割合が高かった．一方，ウォーキングプロ
グラムの情報配信希望者の特徴に関しては，有意
な人口統計学的特徴は確認されなかった．
3 ．関心期以上への移行者の割合

　介入後の調査では，ウォーキング群では₉₄人，
趣味・余暇活動群では₁₁₇人，対照群では₁₄₇人か

表 1　解析対象者の特徴

解　析　対　象　者

日本人全体
（₄₀～₅₉歳）

全　体
（n＝₁,₆₁₈）

ウォーキング群
（n＝₆₈₃）

趣味・余暇活動群
（n＝₇₅₂）

対照群
（n＝₁₈₃）

p値n ％ n ％ n ％ n ％ ％

性　　別
　男　性   ₈₈₇ ₅₄.₈ ₃₇₈ ₅₅.₃ ₄₁₇ ₅₅.₅  ₉₂ ₅₀.₃ ₅₀.₀
　女　性   ₇₃₁ ₄₅.₂ ₃₀₅ ₄₄.₇ ₃₃₅ ₄₄.₅  ₉₁ ₄₉.₇ ₀.₄₂₂ ₅₀.₀
年齢階層
　₄₀歳代 ₁,₀₈₉ ₆₇.₃ ₄₆₆ ₆₈.₂ ₄₈₅ ₆₄.₅ ₁₃₈ ₇₅.₄ ₅₀.₇
　₅₀歳代   ₅₂₉ ₃₂.₇ ₂₁₇ ₃₁.₈ ₂₆₇ ₃₅.₅  ₄₅ ₂₄.₆ ₀.₀₁₅* ₄₉.₃
婚姻状況
　独　身   ₄₆₄ ₂₈.₇ ₂₁₉ ₃₂.₁ ₁₉₉ ₂₆.₅  ₄₆ ₂₅.₁ ₂₆.₆
　既　婚 ₁,₁₅₄ ₇₁.₃ ₄₆₄ ₆₇.₉ ₅₅₃ ₇₃.₅ ₁₃₇ ₇₄.₉ ₀.₀₃₄* ₇₃.₄
最終学歴
　 ₄年制大学以上   ₇₆₄ ₄₇.₃ ₃₁₁ ₄₅.₇ ₃₆₁ ₄₈.₀  ₉₂ ₅₀.₅ ₁₇.₃
　短期大学・専門学校   ₄₀₅ ₂₅.₁ ₁₉₀ ₂₇.₉ ₁₇₄ ₂₃.₁  ₄₁ ₂₂.₅ ₁₀.₅
　中学校・高等学校   ₄₄₅ ₂₇.₆ ₁₇₉ ₂₆.₃ ₂₁₇ ₂₈.₉  ₄₉ ₂₆.₉ ₀.₂₃₈ ₇₂.₃
フルタイムの職業
　あ　り   ₉₂₁ ₅₈.₃ ₃₈₆ ₅₇.₈ ₄₄₁ ₅₉.₉  ₉₄ ₅₃.₁ ₆₃.₃
　な　し   ₆₆₀ ₄₁.₇ ₂₈₂ ₄₂.₂ ₂₉₅ ₄₀.₁  ₈₃ ₄₆.₉ ₀.₂₄₃ ₃₆.₇
世帯収入
　  ₅₀₀万円未満   ₅₈₂ ₃₆.₀ ₂₆₄ ₃₈.₇ ₂₅₄ ₃₃.₈  ₆₄ ₃₅.₀ ₃₅.₀
　₁,₀₀₀万円未満   ₇₈₄ ₄₈.₅ ₃₁₆ ₄₆.₃ ₃₈₃ ₅₀.₉  ₈₅ ₄₆.₄ ₄₄.₁
　₁,₀₀₀万円以上   ₂₅₂ ₁₅.₆ ₁₀₃ ₁₅.₁ ₁₁₅ ₁₅.₃  ₃₄ ₁₈.₆ ₀.₂₄₈ ₂₀.₉

* p＜₀.₀₅
日本人全体（₄₀～₅₉歳）の分布は，以下の資料から数値を参照した．
　性別，年齢階層，婚姻状況：₂₀₁₀年国勢調査
　フルタイムの職業：₂₀₀₅年国勢調査
　最終学歴：₂₀₀₀年国勢調査
　世帯収入：₂₀₀₆年国民生活基礎調査
学歴・世帯収入・フルタイムの仕事に関しては，欠損値を含むため，nの合計が異なる
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表 2 　情報配信希望者と情報配信非希望者の特徴

ウォーキング群（n＝₆₈₃） 趣味・余暇活動群（n＝₇₅₂）

情報配信
希望者

（n＝₁₂₆）

情報配信
非希望者
（n＝₅₅₇）

情報配信
希望者

（n＝₁₆₀）

情報配信
非希望者
（n＝₅₉₂）

n ％ n ％ p値 n ％ n ％ p値

性　　別
　男　性 ₇₀ ₅₅.₆ ₃₀₈ ₅₅.₃  ₇₉ ₄₉.₄ ₃₃₈ ₅₇.₁
　女　性 ₅₆ ₄₄.₄ ₂₄₉ ₄₄.₇ ₀.₉₅₈  ₈₁ ₅₀.₆ ₂₅₄ ₄₂.₉ ₀.₀₈₁
年齢階層
　₄₀歳代 ₈₈ ₆₉.₈ ₃₇₈ ₆₇.₉ ₁₁₇ ₇₃.₁ ₃₆₈ ₆₂.₂
　₅₀歳代 ₃₈ ₃₀.₂ ₁₇₉ ₃₂.₁ ₀.₆₆₇  ₄₃ ₂₆.₉ ₂₂₄ ₃₇.₈ ₀.₀₁₀*
婚姻状況
　独　身 ₃₄ ₂₇.₀ ₁₈₅ ₃₃.₂  ₃₇ ₂₃.₁ ₁₆₂ ₂₇.₄
　既　婚 ₉₂ ₇₃.₀ ₃₇₂ ₆₆.₈ ₀.₁₇₆ ₁₂₃ ₇₆.₉ ₄₃₀ ₇₂.₆ ₀.₂₈₁
最終学歴
　 ₄年制大学以上 ₆₇ ₅₃.₂ ₂₄₄ ₄₄.₀  ₈₃ ₅₁.₉ ₂₇₈ ₄₇.₀
　短期大学・専門学校 ₃₂ ₂₅.₄ ₁₅₈ ₂₈.₅  ₄₂ ₂₆.₃ ₁₃₂ ₂₂.₃
　中学・高等学校 ₂₇ ₂₁.₄ ₁₅₂ ₂₇.₄ ₀.₁₆₂  ₃₅ ₂₁.₉ ₁₈₂ ₃₀.₇ ₀.₀₈₆
フルタイムの職業
　あ　り ₇₇ ₆₂.₆ ₃₀₉ ₅₆.₇  ₉₅ ₆₀.₁ ₃₄₆ ₅₉.₉
　な　し ₄₆ ₃₇.₄ ₂₃₆ ₄₃.₃ ₀.₂₃₁  ₆₃ ₃₉.₉ ₂₃₂ ₄₀.₁ ₀.₉₅₂
世帯収入
　  ₅₀₀万円未満 ₄₀ ₃₁.₇ ₂₂₄ ₄₀.₂  ₄₆ ₂₈.₈ ₂₀₈ ₃₅.₁
　₁,₀₀₀万円未満 ₆₁ ₄₈.₄ ₂₅₅ ₄₅.₈  ₈₇ ₅₄.₄ ₂₉₆ ₅₀.₀
　₁,₀₀₀万円以上 ₂₅ ₁₉.₈  ₇₈ ₁₄.₀ ₀.₁₁₂  ₂₇ ₁₆.₉  ₈₈ ₁₄.₉ ₀.₃₁₂

* p＜₀.₀₅
学歴・世帯収入・フルタイムの仕事に関しては，欠損値を含むため，nの合計が異なる

図 2　介入後に運動行動変容ステージが関心期以上に移行した者の割合
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ら有効回答が得られた．
　変容ステージの移行に関して，対照群の₂₄.₅％
が関心期以上へ移行していた．一方，趣味・余暇
活動群では₄₉.₆％，ウォーキング群では₇₁.₃％が
関心期以上へ移行しており，すべての群間で有意
差が認められた（図 ₂）．関心期以上への移行者の
人口統計学的特徴（表 ₃）に関して，ウォーキン
グ群では既婚者の方が独身者よりも移行者の割合
が高かった．趣味・余暇活動群では，短大・専門
学校卒業者において，移行者の割合が高かった．
　なお，₁₆回中最後までメールマガジンを読んだ
回数の平均は，ウォーキング群で₁₄.₈回，趣味・
余暇活動群で₁₃.₆回であり，ウォーキング群の方
が有意に多かった（t＝₂.₆₆, p＝₀.₀₀₉）．

Ⅳ　考　　察

　本研究の結果，趣味・余暇活動プログラムは，
ウォーキングプログラムと，運動無関心者のプロ
グラム応募率は同程度であることが明らかとなっ
た．また，趣味・余暇活動プログラムは，対照群
よりも，運動無関心者の準備性を高めるものの，
ウォーキングプログラムよりも準備性を高める効
果は劣ることが示唆された．従来の主な運動介入
研究と比較した場合，無関心期の人々にターゲッ
トを絞った上で，無作為割り付けにより複数の介
入手法を比較検討した点が，本研究の特徴である．
行動変容ステージモデルに基づく主な運動介入研
究₇-₁₀）では，無関心期の者の介入参加率が低い上
に，参加者全体だけではなく無関心期の者でも介

表 3　無関心期と関心期以上への移行者の特徴

ウォーキング群（n＝₉₄） 趣味・余暇活動群（n＝₁₁₇） 対照群（n＝₁₄₇）

無関心期
（n＝₂₇）

関心期以上
（n＝₆₇）

無関心期
（n＝₅₉）

関心期以上
（n＝₅₈）

無関心期
（n＝₁₁₁）

関心期以上
（n＝₃₆）

n ％ n ％ p値 n ％ n ％ p値 n ％ n ％ p値

性　　別
　男　性 ₁₆ ₅₉.₃ ₃₄ ₅₀.₇ ₂₆ ₄₄.₁ ₃₂ ₅₅.₂ ₅₇ ₅₁.₄ ₁₆ ₄₄.₄
　女　性 ₁₁ ₄₀.₇ ₃₃ ₄₉.₃ ₀.₄₅₄ ₃₃ ₅₅.₉ ₂₆ ₄₄.₈ ₀.₂₃₀ ₅₄ ₄₈.₆ ₂₀ ₅₅.₆ ₀.₄₇₁
年齢階層
　₄₀歳代 ₁₉ ₇₀.₄ ₄₉ ₇₃.₁ ₄₆ ₇₈.₀ ₃₉ ₆₇.₂ ₈₄ ₇₅.₇ ₂₄ ₆₆.₇
　₅₀歳代  ₈ ₂₉.₆ ₁₈ ₂₆.₉ ₀.₇₈₆ ₁₃ ₂₂.₀ ₁₉ ₃₂.₈ ₀.₁₉₃ ₂₇ ₂₄.₃ ₁₂ ₃₃.₃ ₀.₂₈₇
婚姻状況
　独　身 ₁₁ ₄₀.₇ ₁₃ ₁₉.₄ ₁₀ ₁₆.₉ ₁₂ ₂₀.₇ ₃₂ ₂₈.₈  ₅ ₁₃.₉
　既　婚 ₁₆ ₅₉.₃ ₅₄ ₈₀.₆ ₀.₀₃₂* ₄₉ ₈₃.₁ ₄₆ ₇₉.₃ ₀.₆₀₅ ₇₉ ₇₁.₂ ₃₁ ₈₆.₁ ₀.₀₇₃
最終学歴
　 ₄年制大学以上 ₁₇ ₆₃.₀ ₃₀ ₄₄.₈ ₃₁ ₅₂.₅ ₂₈ ₄₈.₃ ₅₈ ₅₂.₇ ₂₀ ₅₅.₆
　短期大学・専門学校  ₆ ₂₂.₂ ₁₈ ₂₆.₉ ₁₁ ₁₈.₆ ₂₂ ₃₇.₉ ₂₄ ₂₁.₈  ₈ ₂₂.₂
　中学・高等学校  ₄ ₁₄.₈ ₁₉ ₂₈.₄ ₀.₂₃₇ ₁₇ ₂₈.₈  ₈ ₁₃.₈ ₀.₀₂₉* ₂₈ ₂₅.₅  ₈ ₂₂.₂ ₀.₉₂₄
フルタイムの職業
　あ　り ₁₇ ₆₅.₄ ₃₇ ₅₆.₁ ₃₁ ₅₂.₅ ₃₇ ₆₄.₉ ₅₉ ₅₄.₆ ₁₆ ₄₅.₇
　な　し  ₉ ₃₄.₆ ₂₉ ₄₃.₉ ₀.₄₁₃ ₂₈ ₄₇.₅ ₂₀ ₃₅.₁ ₀.₁₇₆ ₄₉ ₄₅.₄ ₁₉ ₅₄.₃ ₀.₃₅₉
世帯収入
　₅₀₀万円未満  ₉ ₃₃.₃ ₁₇ ₂₅.₄ ₁₅ ₂₅.₄ ₁₆ ₂₇.₆ ₃₈ ₃₄.₂ ₁₂ ₃₃.₃
　₁,₀₀₀万円未満 ₁₄ ₅₁.₉ ₃₅ ₅₂.₂ ₃₆ ₆₁.₀ ₃₁ ₅₃.₄ ₅₅ ₄₉.₅ ₁₄ ₃₈.₉
　₁,₀₀₀万円以上  ₄ ₁₄.₈ ₁₅ ₂₂.₄ ₀.₆₁₀  ₈ ₁₃.₆ ₁₁ ₁₉.₀ ₀.₆₄₇ ₁₈ ₁₆.₂ ₁₀ ₂₇.₈ ₀.₂₇₆

* p＜₀.₀₅
学歴・世帯収入・フルタイムの仕事に関しては，欠損値を含むため，nの合計が異なる
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入効果が認められるかの検証が不十分である．
　本研究で実施された ₂つのプログラム（趣味・
余暇活動，ウォーキング）の応募率はともに ₂割
程度であり，有意差は認められなかった．先行研
究では，運動介入参加者の特性には偏りがあり₁₉），
効果的な募集法を工夫する必要性が₁₈）が指摘され
ている．筆者らの研究グループにおける介入研究
でも，参加者の多くがすでに運動を実施している
ことが明らかになっている₁₅,₁₆）．従って，運動介
入の応募率は，介入の受け入れやすさの評価指標
の ₁つとして妥当なものと考えられる．そこで本
研究では，運動無関心者に対しては，趣味・余暇
活動プログラムとして募集を実施した方が，応募
率が高いと仮説を立て，検証を試みた．しかし，
この仮説は支持されなかった．このことは，運動
無関心者にとって，ウォーキングよりも趣味・余
暇活動の方が，反応を示しやすい話題とは言えな
いことを示唆している．なお，筆者らによる介入
研究のうち，社会調査会社のモニターを対象とし
たウォーキングプログラムでは，無関心期の応募
率が₉.₉％₁₆），趣味・余暇活動プログラムでは無関
心期の応募率が₂₆.₃％₂₅）という実績が得られてい
る．募集時の文面や対象年齢，プログラムの内容
等が異なるため，数字自体の単純比較はできない
ものの，本介入の₁₈.₄％および₂₁.₃％という応募
率は，これらの実績の範囲内に収まる数値である．
　両プログラムの応募率に有意差は認められな
かった理由として，無関心期の中でも，関心期に
近いと思われる集団が，それぞれのプログラムに
応募していた可能性が考えられる．禁煙行動に関
する先行研究では，禁煙無関心期の中にもいくつ
かのサブタイプがあり，サブタイプの ₁つとして，
禁煙に対する心理指標（恩恵や負担の認知，自己
効力感）がすでに高い人々が含まれていることが
確認されている₃₀,₃₁）．体重管理に関する研究でも，
無関心期の中には，自己効力感の高い無関心期が
含まれており，彼らは自己効力感が低い無関心期
とは異なる特徴を有していることが示されている
₃₂）．また，運動行動の無関心期₅）は，あくまでも

「自分自身が運動を始めること」への関心の有無を
区別する概念で，「運動に関連した情報を受け取る
こと」への関心の有無を区別する概念ではない．
今回の研究結果や，禁煙行動₃₀,₃₁）や体重管理₃₂）に
関する研究を踏まえると，運動無関心期の中にも
いくつかのサブタイプがあり，ある特定のサブタ
イプは，趣味・余暇活動情報と同様に，運動情報
にも関心を向ける可能性があるのかもしれない．
　また，少なくとも今回用いた趣味・余暇活動プ
ログラムは，ウォーキングプログラムよりも運動
無関心者の準備性を高める効果は劣ることが示唆
された．なお，メールマガジンを最後まで読んだ
回数の平均は，ウォーキング群の方が多かったも
のの，参加者は配信情報を概ね読んでおり，ポイ
ント目当てでの継続者は限定的であったと思われ
る．無作為割り付けを行っていない先行研究₂₅）で
は，何も情報を提供しない群と比較して，趣味・
余暇活動情報を提供した群の方が，準備性が高
まった者の割合が多いと報告されている．本研究
は，無作為割り付けを行った場合でも，同様の知
見が支持されることを示している．ただし，この
先行研究₂₄）では，他の種類の情報との比較を行っ
ていないことから，本研究では，ウォーキング情
報と効果の比較を行った．しかし，後述のように
プログラム間の質の不統一から解釈には留意を要
するものの，趣味・余暇活動の方が効果的である
ことは支持されなかった．このような結果が得ら
れた理由の ₁つとして，応募率の比較に関する議
論と同様に，プログラムへ応募した人たちは，運
動無関心期の中でも関心期に近い人たちであるこ
とが影響しているのかもしれない．
　情報配信希望者および関心期以上へのステージ
移行者の特徴に関して，趣味・余暇活動プログラ
ムでは，₄₀歳代の応募率が高く，また，短期大
学・専門学校卒業者が，情報によって準備性の向
上しやすい集団であった．一方，ウォーキングプ
ログラムに関しては，情報配信希望者の特性は確
認されなかったが，ステージ移行者は既婚者にお
いて多かった．そのため，ウォーキング情報の受
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け入れやすさと趣味・余暇活動情報の受け入れや
すさは集団によって異なる可能性や，行動変容が
起こしやすい者の特徴も，情報の種類によって異
なる可能性がある．もし，効果が表れやすい集団
の特徴が情報の種類によって異なるのであれば，
ウォーキング情報に趣味・余暇活動情報の提供を
併用することで，集団全体として，さらに効果が
高まる可能性があるのかもしれない．
　なお，本研究の結果を解釈する際には，趣味・
余暇活動群とウォーキング群との間で，介入の量
（期間と頻度）に差はないものの，介入の質が同一
ではない点に留意する必要がある．趣味・余暇活
動群へのプログラムは，東京近郊の観光スポット
の紹介である一方，ウォーキング群へのプログラ
ムはウォーキング実施に必要な行動的スキルの提
供である．そのため，本結果から「趣味・余暇活
動への興味を高めるプログラム」と「ウォーキン
グの行動変容を促すプログラム」がもたらす効果
の違いを普遍的に結論づけることはできない．ま
た，ウォーキング群の方が，メールマガジンを最
後まで読んだ回数が多かったという制約も踏まえ
た上で，本研究の結果を解釈する必要がある．例
えば，内容の充実度や読みやすさなどに両群で差
があった可能性や，最後まで読んだ回数の違いが，
両介入の準備性に及ぼす効果の差異にも影響した
可能性がある．今後，趣味・余暇活動を促進する
プログラムとウォーキングの実施を促進するプロ
グラムの効果を比較するためには，活動を促進す
るための情報（知識，技術，実施環境など）をで
きる限り共通にして両プログラムを構成すること
が求められる．
　本研究の限界点として，次の₃点が挙げられる．
₁点目は，本研究の対象者が公募型によって集め
られた集団であるため，サンプリングバイアスが
発生している可能性がある．公募型のインター
ネット調査の登録集団は，非公募型と異なり標本
抽出法で集められておらず，自己参加型の登録集
団である₃₃）．そのため，公募型のインターネット
調査は，調査対象集団となる登録集団と，対象と

する母集団との関係が不明であり，カバレッジ誤
差（対象母集団と，調査の枠として設定した集団
との間に生じる誤差）と標本誤差が大きいことが
指摘されている₃₄）．従って，本研究で抽出した集
団は，「東京近郊に在住し，運動無関心期者であ
り，インターネットに慣れ親しんでいる集団」で
あり，国勢調査の対象集団とは異なる．また，事
前調査の回答者は，未回答者よりも，男性，₅₀歳
代，高学歴，高収入者が多いという回答バイアス
も含まれていた．限界点の ₂点目として，本研究
の事後調査において，維持期と回答した者が₁₄人
含まれていた．本来であれば，維持期という選択
肢は，用意する必要性が無かった項目であった．
維持期への回答は，調査の信頼性を弱める結果で
あることに留意すべきである．限界点の ₃点目と
して，本研究では必要なサンプルサイズの計算を
行わずに介入を行ったため，検出力に配慮をして
いない．
　本研究の知見をまとめると，趣味・余暇活動に
関する情報は，ウォーキングに関する情報と運動
無関心者のプログラム応募率は同程度であった．
その一方で，趣味・余暇活動に関する情報は，対
照群よりも準備性を高めるが，ウォーキングに関
する情報よりもその効果は劣ることが示唆された．
運動実施者を増やすためには，運動無関心者への
効果的な働きかけが必要不可欠である．今後は，
両プログラムの組み合わせによる相乗効果を検証
したり，それぞれのプログラム応募者やプログラ
ムによるステージ移行者に関する特徴を踏まえた
プログラム開発を行ったりしていくことで，対象
者の特性に最適化したプログラムを探っていくこ
とが可能である．
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Effect of leisure activity-related information and 
walking information on the motivational 

readiness of exercise behavior

Yumi KATAYAMA*₁, Kazuhiro HARADA*₂,*₃, Yoshio NAKAMURA*₃

Abstract
Objective: Purpose: To identify the effect of a leisure activity program with a walking program on the rate of 

applicants to the programs aged ₄₀–₅₉ and motivational readiness among those who had no intention to 
exercise.

Methods: This study is an interventional study, targeting registrants from a Japanese social research company. 
There was a baseline (T₁) of ₁,₆₁₈ adult respondents (aged ₄₀–₅₉) at the precontemplation (PC) stage of 
the various stages of change in exercise behavior. After setting the ratio of control group to lower than other 
₂ groups, the respondents were randomly divided into three groups: walking (n＝₆₈₃), leisure activity (n＝
₇₅₂), and control (n＝₁₈₃). The intervention was applied for ₈ weeks. Each intervention group received ₁₆ 
messages via their mobile phones. Questionnaire surveys were conducted at T₁ and ₈ weeks (T₂). The rate 
of applicants was compared between two intervention groups using a χ₂ test. Stage of change (PC, contem-
plation or upper stage) was compared among three groups at T₂ using the χ₂ test.

Results: There was no significant difference in the rate of applicants (walking ₁₈.₄％, leisure-activity ₂₁.₄％). 
At T₂, the proportion of those who had changed to the over contemplation stage was ₂₄.₅％ (control), 
₄₉.₆％ (leisure-activity) and ₇₁.₃％ (walking) (p＜₀.₀₀₁).

Conclusion: These results indicate that the leisure activity program attracted the same number participants 
compared with the walking program. They also suggest that the effect of the leisure activity program on the 
motivational readiness of exercise behavior was weaker than that of the walking program among those in PC 
stage.

〔JJHEP, ₂₀₁₃；₂₁（₁）：13-25〕
Key words: stage of change, precontemplation, intervention, rate of applicants, leisure activity
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